
弓削商船高等専門学校 基準２ 

- 28 - 

基準２ 教育組織（実施体制） 

（１）観点ごとの分析 

 観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校は，各 40 名を定員とする商船学科（航海コース・機関コース）・電子機械工学科・情報工

学科の３学科を設置している（資料２－１－①－１）。 

各分野における実践的技術者養成のため，各学科の教育目標を定めており（資料２－１－①－

２），高等専門学校設置基準の規定に適合した学科構成となっている。 

商船学科は海事総合科学を身に付けた技術者の育成，電子機械工学科はものづくりのできる実

践的な技術者の育成，情報工学科は情報工学・リテラシーの知識の上に問題分析・解決能力を備

えたシステム技術者の育成を図る学科内容となっており，学校の教育方針を反映している（資料

２－１－①－３～５）。また，科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，平成 22 年度に教

育課程を改正し，商船学科においては，大型練習船実習が短期実習分割方式へ移行するのに伴い

平成 25 年度から更に新しい教育課程に改正し，航海コース・機関コースへのコース分けを第３学

年の後期に行うこととした（資料２－１－①－６）。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

 学科の構成及び内容が，教育の目的及び高等専門学校設置基準の規定に適合している。また，

科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，平成 22 年度に教育課程を改正，商船学科におい

ては，大型練習船実習が短期実習分割方式へ移行するのに伴い平成 25 年度から更に新しい教育課

程に改正し，航海コース・機関コースへのコース分けを第３学年の後期に行うこととした。 

 以上のことから，学科の構成が，教育の目的を達成するうえで適切なものとなっている。 

 

資料２－１－①－１ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１抜粋） 
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資料２－１－①－２ 
 

 （出典：弓削商船高等専門学校規則集２－38 抜粋） 



弓削商船高等専門学校 基準２ 

- 30 - 

資料２－１－①－３ 
 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．10） 
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資料２－１－①－４ 

 
（出典：2012 学校要覧Ｐ．14） 
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資料２－１－①－５ 

 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．17） 
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資料２－１－①－６ 

 

（出典：平成 25 年度学生便覧Ｐ．45） 
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観点２－１－②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する

上で適切なものとなっているか。 

 
（観点に係る状況） 

本校は，海上輸送システム工学専攻及び生産システム工学専攻の２専攻を設置している（資料

２－１－②－１）。海上輸送システム工学専攻は，商船学科を基盤とし，それを発展させた高度な

海事技術者と船舶管理技術者の育成を目指しており，生産システム工学専攻は，電子機械工学科

と情報工学科を基盤にした複合学科で，ＩＴ化されたものづくりの幅広い分野で活躍できる技術

者の育成を目指しており（資料２－１－②－２），学校教育法の規定に適合したものになっている。 

また，科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，平成 24 年度に教育課程を改正し，教育

技術演習や短期インターンシップ及び長期インターンシップを単位化した（資料２－１－②－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校に設置されている専攻科の２専攻とも基盤となる学科の上積み課程であることを踏まえて

構成されており，教育の目的及び学校教育法の規定に適合している。また，科学技術の動向や社

会のニーズに対応するため，平成 24 年度に教育課程を改正し，必要な内容を単位化した。 

以上のことから，専攻科の構成が，教育の目標を達成する上で適切なものとなっている。 
 

資料２－１－②－１ 
 

 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１抜粋） 
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資料２－１－②－２ 
 

（出典：専攻科「未来へのひとづくりものづくり」） 
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資料２－１－②－３ 

 

（出典：：平成 25 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．21） 
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観点２－１－③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成

する上で適切なものとなっているか。 

 
（観点に係る状況） 

 全学的なセンターとして，１）情報処理教育センター，２）地域共同研究推進センター及び技

術振興会，３）国際交流推進室，４）技術支援センター及び全学的な教育研究のための施設とし

て，５）練習船「弓削丸」がある（資料２－１－③－１）。 

 情報処理教育センターは，教育研究活動への利用のみならず，情報ネットワーク管理運営，構

内ＬＡＮの構築と運用，情報セキュリティ等に関する運営を行っている（資料２－１－③－２）。

具体的な教育活動としては，全学的な情報処理関連の授業・実験・実習のほか自学自習にも利用

されており，本校が独自に開発した 20 種類の e-learning コンテンツも活用されている（資料２

－１－③－３）。 

 地域共同研究推進センターは，本校と地域の機関・企業等が保有する専門知識と施設を相互に

活用することを目的に設置されており（資料２－１－③－４），学術の発展に即応させるために専

攻科生による研究成果のパネル展示を行ったり（資料２－１－③－５），インターンシップ受け入

れ先の開拓支援等を行っている。また，同センターに併設されている「弓削商船高等専門学校技

術振興会（しまなみテクノパートナーズ）」（資料２－１－③－４）においては，実践的技術者育

成の支援として，学生の学会発表及び海外研修への支援等を行っている。 

国際交流推進室は，留学生交流及び国際教育研究交流の推進を図るため平成 22 年に設置され

（資料２－１－③－６），学生の海外での研究発表や短期及び長期インターンシップの推進及び支

援を行っている（資料２－１－③－７）。 

技術支援センターは，平成 21 年に，「技術支援に関する専門的業務を組織的，かつ効率的に処

理するとともに，技術職員の職務遂行に必要な能力及び資質の向上を図り，もって本校の教育研

究支援体制の充実に資することを目的」として旧技術支援室からセンター化された（資料２－１

－③－８）。同センターは，基礎的及び専門的技術教育支援や卒業研究及び特別研究でも活用され

ている（資料２－１－③－９）。 

練習船「弓削丸」は，商船学科の海事技術者教育のみでなく，本校の教育方針にある「海をと

りまく自然・文化・歴史に好奇心を抱き（抜粋）」の実践である工業系２学科への海洋教育支援に

も利用している全学的な施設である（資料２－１－③－10）。今年度中には最新の船内ＬＡＮ設備

に更新することになっており，商船学科の航海実習・実験実習・卒業研究，工業系２学科の航海

実習及び四国地区高専の特別講義等に多面的に活用されている（資料２－１－③－11）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 全学的なセンターとして，情報処理教育センター，地域共同研究推進センター及び技術振興会，

国際交流推進室，技術支援センター及び全学的な教育研究のための施設として練習船「弓削丸」

を設置している。これらのセンター等は，実践的技術者養成のための教育活動（講義，実験・実

習，演習，卒業研究，特別研究）に全学的に活用されており，整備されている。 

 以上のことから，本校に設置されているセンター等は，教育の目的を達成する上で適正なもの

となっている。 
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資料２－１－③－１ 

 （出典：2012 学校要覧Ｐ．4） 
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資料２－１－③－２ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－11 抜粋） 
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資料２－１－③－３ 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料２－１－③－４ 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．36） 
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資料２－１－③－５ 

（出典：企画広報室） 
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資料２－１－③－６ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－39 抜粋） 
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資料２－１－③－７ 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料２－１－③－８ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－37 抜粋） 
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資料２－１－③－９ 

（出典：技術支援センター） 
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資料２－１－③－10 
 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．28） 
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資料２－１－③－11 
 

 

（出典：練習船弓削丸班） 
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観点２－２－①： 教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等

に係る重要事項を審議する等の必要な活動が行われているか。  

 
（観点に係る状況） 

 教育課程全般にわたる重要な課題は，校長が委員長を務める運営委員会（資料２－２－①－１）

と自己点検評価委員会（資料２－２－①－２）で審議または報告されている（資料２－２－①－

３，４）。 

 教育活動の細部については教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会及び専攻科委員会で審議

しており，その結果は，内容に応じて運営委員会，教員会議及び校長に報告し，各学科の分科会

等を通じて学内に周知している（資料２－２－①－５～８）。 

 教務委員会は，準学士課程教育課程の編成，教育全般について企画・検討・調整を行っている

（資料２－２－①－９）。厚生補導委員会及び寮務委員会は，準学士課程学生の厚生補導及び寮生

活の全体に関する事項を審議している。専攻科委員会は専攻科学生の教務事項及び厚生補導に関

する事項を審議している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育活動に必要な事項は，教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会及び専攻科委員会で検討・

審議し，審議結果は，内容に応じて運営委員会及び自己点検評価委員会で審議・報告がされた後，

教員会議や各学科の分科会等を通じ学内に周知している。 

以上のことから，教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等に

係る重要事項を審議する等の必要な活動が行われているといえる。 
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資料２－２－①－１ 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－１抜粋） 
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資料２－２－①－２ 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－２抜粋） 
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資料２－２－①－３ 

（出典：平成 24 年度第 12 回運営委員会議事録） 
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資料２－２－①－４ 

（出典：平成 22 年度自己点検・評価報告書目次） 
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資料２－２－①－５ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－５抜粋） 
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資料２－２－①－６ 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－７抜粋） 
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資料２－２－①－７ 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－23 抜粋） 
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資料２－２－①－８ 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－28 抜粋） 
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資料２－２－①－９ 

 

（出典：平成 24 年度第７回教務委員会議事録） 
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観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われている

か。 

 
（観点に係る状況） 

 教育計画・教育内容等に関する内容の連携は教務委員会が中心になって，各部署において連絡

調整を行っている。数学に関しては，平成 22 年度のカリキュラム改定に伴い，数学教員と専門学

科教員が連絡会を開催しながら連携の作業を行い（資料２－２－②－１），一般科目の第１学年か

ら第３学年までに実施される数学の単元の進捗と，専門科目における必要性の関連表を作成し確

認された（資料２－２－②－２）。これを活用し，専門科目においては数学の内容の進捗状況を踏

まえて，授業を進めるよう配慮している。 

 また，商船学科においては，商船学科を有する５高専の連携による「ALL SHOSEN 学び改善プロ

ジェクト」の中で，商船学科における専門科目と一般科目の連携調査を行い（資料２－２－②－

３），商船学を学ぶために必要な学問体系との整合性の確保と一般科目と連携した商船学専門科目

教授法の構築などを目指して各科目との関連表を作成した（資料２－２－②－４）。この調査は，

人文系科目についても実施され，互いの科目間の関連を確認し授業を進める際の参考としている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育計画・教育内容等に関する内容の連携は教務委員会が中心になって，各部署において連絡

調整を行っており，数学教員と専門学科教員が連携して，数学の単元の進捗と専門科目の単元の

関連表を作成し，活用している。また，商船学科においては，専門科目と一般科目の連携調査を

行い，各科目との関連表を作成し，一般科目と連携した商船学専門科目教授法の構築などを目指

している。 

以上のことから，一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携は，機能的に行われていると

いえる。 
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資料２－２－②－１ 
 

（出典：数学担当教員） 
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資料２－２－②－２ 

（出典：学生課） 
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資料２－２－②－３ 

（出典：ALL SHOSEN 学び改善プロジェクト：商船学科における専門科目と一般科目の 
連携調査報告目次） 
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資料２－２－②－４ 

 

（出典：ALL SHOSEN 学び改善プロジェクト：商船学科における専門科目と一般科目の 
連携調査報告 AE－７） 
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観点２－２－③： 教員の教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

 
（観点に係る状況） 

本校は，教育活動の支援の最も重要な位置付けとして学級担任を重視している。学級担任は学

級担任委員会，厚生補導委員会の構成員であり，議事を通して学生に関する情報を周知できる体

制を構築している（資料２－２－③－１）。全教員が持つ「学級担任の手引き」により，担任業務

は担任のみでなく３主事及び学科長の協力を明記している（資料２－２－③－２）。 

特に第１学年については，初年次教育支援室を設置し（資料２－２－③－３），支援教員を配置

しており，オリエンテーション，ホームルーム，講演会，補習等の支援を行っている（資料２－

２－③－４）。 

 課外活動の中心になるクラブ活動は，全教員がいずれかの顧問に配置され，その活動及び指導

が円滑に実施されるように複数の教員で分担の配慮をしている（資料２－２－③－５）。教員数に

対しクラブ・同好会の数が多く，複数のクラブ顧問となり指導が手薄となることや，経験のない

分野の顧問になる場合も見られるので，クラブ活動の技術的な指導業務として学外専門コーチ等

への委託を取り入れた（資料２－２－③－６）。また，対外試合の引率に実習船「はまかぜ」を活

用することができる体制としている（資料２－２－③－７）。 

学生寮の宿直業務支援としては，「当直者の手引き」（資料２－２－③－８）を作成しており，

新任教員に対しては初めて宿直に入る際，寮務主事・主事補による支援を行っている。 

以上のように教育活動を円滑に実施するための支援体制を整備しているが，本校は３学科の小

規模校で教員数が少ないため，個々の教員の負担が大きくなっていることが課題である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学級担任の職務の重要性に鑑み，その役割を担任１人に負わせるのではなく，担任を支援する

支援教員や学科長，主事等により，その教育活動を支援する体制が整備され，機能している。課

外活動においても，各クラブを複数の教員で顧問の分担を行い，学外コーチの委託及び試合引率

に実習船「はまかぜ」の利用等の支援体制が整備され，機能している。また，学生寮においては，

「当直者の手引き」の作成や新任教員の宿直支援等，寮務主事・主事補による支援を行っている。

しかしながら，本校は３学科の小規模校で教員数が少ないため，個々の教員の負荷が大きいこと

が課題である。 

以上のことから，教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているといえる。 
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資料２－２－③－１ 

（出典：平成 24 年度第２回学級担任委員会議事録） 
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資料２－２－③－２ 
 

（出典：平成 25 年度学級担任の手引きＰ．15） 
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資料２－２－③－３ 
 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－41 抜粋） 
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資料２－２－③－４ 

（出典：初年次教育支援室） 
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資料２－２－③－５ 
 

（出典：学生課） 
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資料２－２－③－６ 
 

（出典：学生課） 
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資料２－２－③－７ 

（出典：技術支援センター） 
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資料２－２－③－８ 

 

（出典：学生課） 
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（２）優れた点及び改善する点 

（優れた点） 

教員の教育活動の支援として，初年次教育支援室を設置し，支援教員を配置しており，オリエ

ンテーション，ホームルーム，講演会，補習等の支援を行っている。また，学生寮においては，

「当直者の手引き」の作成や新任教員の宿直支援等，寮務主事・主事補による支援が行われてお

り，教育活動を円滑に実施するための支援体制が充実している。 
（改善を要する点） 
 本校は３学科の小規模校で教員数が少ないため，教育活動を展開する際，個々の教員の負荷が

大きくなっていることが課題である。 
 
（３）基準２の自己評価の概要 

 準学士課程の学科の構成及び内容が，教育の目的及び高等専門学校設置基準の規定に適合して

おり，教育方針を踏まえて，社会のニーズに応えることのできる海事関連学科（商船学科）と，

ものづくり及びＩＴを基盤とした工業系の２学科（電子機械工学科・情報工学科）でバランスよ

く構成されている。 
専攻科は，基礎となる準学士課程の学科の上積み課程であることを踏まえた２専攻（海上輸送

システム工学専攻・生産システム工学専攻）で構成されており，教育の目的及び学校教育法の規

定に適合している。平成 24 年度に科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，教育課程を改

正し，必要な内容の単位化を行っている。 
情報処理教育センター，地域共同研究推進センター及び技術振興会，国際交流推進室，技術支

援センター及び練習船「弓削丸」は，実践的技術者養成のための教育活動（講義，実験・実習，

演習，卒業研究，特別研究）に全学的に活用されており，整備されている。 
教育活動を有効に展開するため，企画・調整・運営・検討など，運営委員会及び自己点検評価

委員会を中心にして，教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会及び専攻科委員会と連携して，

教育活動等に係る事項に対して柔軟に対応している。 
 教育計画・教育内容等に関する内容の連携は教務委員会が中心になって，数学教員と専門学科

教員の連携による科目間の関連表の作成・活用や商船学科の専門科目と一般科目の関連表の作

成・活用など教員間の連携は，機能的に行われている。 
 学級担任に対して，支援教員や学科長，主事等により，教育活動を支援している。課外活動に

おいても，各クラブを複数の教員で顧問の分担を行い，学外コーチの委託及び試合引率に実習船

「はまかぜ」の利用等の支援体制が整備され，機能している。また，学生寮においては，「当直者

の手引き」の作成や新任教員の宿直支援等，寮務主事・主事補による支援が行われており，教育

活動を円滑に実施するための支援体制が機能している。 

 


